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住宅省エネ2024キャンペーン事業者登録を住宅省エネ2024キャンペーン事業者登録を

＋１００万円以下のコストでＺＥＨ仕様 「可能」が61％＋１００万円以下のコストでＺＥＨ仕様 「可能」が61％

　国土交通省、経済産業省、環境省が行う「住宅の省

エネリフォーム支援」および国土交通省が行う「子育

てエコホーム支援事業」については交付申請（予約申請

を含む）までに事業者登録をしておく必要があります。

なお、「こどもエコすまい支援事業」の事業者登録を受

けている事業者は、事業者登録開始後に共通ホームペー

ジ内の「子育てエコホーム支援事業ポータル」において、

簡易な手続きで事業者登録が可能です。

　補助金交付の対象となる開口部以外の建材・設備の追

加募集は2月上旬に行われる予定で、補助金交付申請（予

　政府は2030年に向けて「新築される住宅・建築物につ

いて、ZEH・ZEB水準に省エネルギー基準を段階的に引上

げる」、「新築戸建住宅の6割に太陽光発電設備が設置さ

れることを目指す」などの方針を明らかにしています。

電化住宅とZEHは、太陽光発電等でできた電気を自家消

費等することで電気代を節約でき、強い結びつきがあ

ります。こうした中、（一社）環境共創イニシアチブ（SII）

は「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業調査（2023

年版）」を実施し、その結果を昨年12月1日に発表しま

約含む）の受付開始は3月中下旬となる見込みです。こ

れらのスケジュールは今後の準備状況によって変更さ

れますことがあるため、ホームページを通じて最新の

スケジュールを把握してください。

▶住宅省エネ支援事業者登録用ページ

https://portal.jutaku-shoene2024.mlit.go.jp/entry

▶問い合わせ先

4事業共通の窓口 0570-055-224

※IP電話等からのご利用の場合03-6625-2874、

受付時間:9:00～ 17:00（土･日･祝日を含む）

した。調査・分析対象はZEHビルダー/プランナー5584社、

報告対象期間が2022年4月～ 2023年3月までに受注した

住宅数となっています。

　同調査では、「令和3年度または令和4年度にZEH普及

実績のないZEHビルダー /プランナーの実情調査」も実

施しています。調査対象2918社のうち、アンケート回

答が有ったのが554社。このうち、分析対象は建設実績

ゼロの97社を除く、457社となっています。同様の実情

調査において、昨年度に実施した「標準的に採用して

いる断熱仕様」に関

するアンケート結

果では、「開口部位」

に関してはほぼ全

て の 事業者が 標準

仕様でZEH基準を 満

たしていました。一

方、「床」の断熱仕

様に 強化が 必要と

回答し た 事業者が

多くを占めました。

　 今回の 実情調査

では、既にZEH仕様、

あるいは1部位の強

化でZEH水準を 満た

せる事業者は65%を

占め て い ま し た。
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本稿図表は全て、SII「ネット・ゼ
ロ・エネルギー・ハウス実証事業
調査発表会2023」資料より抜粋
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加えて、ZEH仕様を既に決めています事業者は54%、ZEH

仕様を決める予定に前向きな意向を示したのが41%でし

た。さらに、61%の事業者が100万円以下のコストアッ

プでZEH仕様の実現が可能と回答しています。

　また、お客様が太陽光発電システムの設置を検討し

た物件のうち、全ての物件で設置が実現した事業者が

19%。一方、1棟も実現できなかった事業者も20%おり、

事業者によって差が見受けられるとしています。2030

年までに省エネ基準がZEH水準に引上げられます。まだ

ZEHに取り組んでいない工務店は、SII提供の

「ZEH（戸建住宅）事例検索ツール」（右記QRコー

ド）を参考にしてみてください。

　子育て支援サービスを運営するBABY JOB㈱は、防災意

識に関するアンケート調査を2023年10月17～ 30日に同

社サービスを利用している子育て中の全国の保護者441
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▲令和4年度に実施した「標準的に採用している断熱仕様」に関するアンケート結果、（令和3年度ZEH普及実績のない

ZEHビルダー/プランナーn=454社）

▲太陽光発電システムの設置状況（令和3年度または令和4年

度ZEH普及実績のないZEHビルダー/プランナーn=457社）
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ハザードマップ確認は42.６％のみ 防災意識見直しをハザードマップ確認は42.６％のみ 防災意識見直しを
人（20～ 50代）に対して行いました。多くの保護者が

子どもが生まれてから高い防災意識をもつようになっ

たことが分かった結果、3人に2人は子ども用の防災グッズ

を用意していないなど、意識と実際の防災準備に乖離がみ

られました。また、自宅周辺のハザードマップを確認して

いる人や災害時における家族の集合場所についても行えて

いる人は半数を下回っているようです。

　小さい子連れ（高齢者）の避難は、大人だけで避難

するよりも非常に困難な面が多くある。被災した際に

少しでも素早く、安全に避難できるよう、工務店では

地域の家守として、こうした避難場所などに関する周

知などを地域の住まい手に積極的に行ってください。
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建築予算は増加傾向建築予算は増加傾向

創エネ・蓄エネ・耐震性能への関心高い創エネ・蓄エネ・耐震性能への関心高い

　（一財）住宅生産振興財団と住宅展示場協議会はこの

ほど、2023年8月26日～ 9月24日に調査した2023年度の

「総合住宅展示場来場者アンケート2023調査報告書」を

公表しました（有効回収数647票）。来場者の世帯主年

代を割合でみると若年層（34歳以下）が41.6%、中年層（35

～ 49歳）が37.2%、熟年層（50歳以上）が21.2%。若年層

は昨年まで2年連続の減少でしたが、2020年と同水準ま

で戻っています。

　平均世帯年収は6年連続の増加となり過去10年で

最高額を更新しました。平均建築予算についても過

去最高となっています【図1】。年代別でみると、

若年層・熟年層は昨年より増加しそれぞれ2934万円・

2759万円となっています。特に若年層は昨年より151

万円増となり、4年連続で100万円を超える増加とな

りました。中年層は昨年とほぼ同等の2805万円となっ

ています。

　また、昨今の景気･社会動向により、住宅取得に｢悪

い影響がある｣と考える人は全体の6割を超

えており、｢良い影響がある｣と考える人

は全体の1割に留まっています。実際に住

宅計画の変更を行った人は全体の43.8%。

住宅計画の進行度が低いほど変更実施率

は高くなり、白紙段階では｢住宅計画を変

更した｣は約5割でした。景気･社会動向を

意識して重視したい機能は｢耐震性の高い

設計･構造｣、｢創エネ設備｣等でした。「蓄

総合住宅展示場来場者アンケート調査報告総合住宅展示場来場者アンケート調査報告
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総合住宅展示場来場者の特徴

展示場来場者は若年層が増加し、 年と同水準まで戻っている。
平均世帯年収･平均建築予算は､過去最高となった昨年をさらに上回り最高額を更新した｡
年代別でみると世帯年収は若年･中年層で増加、建築予算は若年･熟年層で増加している｡

Ⅱ．調査結果の要約と特徴 ※特別分析軸の集計表の収録は本報告書にはございません｡ご了承ください。
※定点調査は例年実施している項目、トピックス調査とは本年のテーマに沿った調査項目です。

定点調査 定点調査

定点調査定点調査

【世帯主年代】
来場者の世帯主年代は若年層（ 歳以下）が前年比 増の ％、中年層（ ～ 歳）は前年比 減の ％、
熟年層（ 歳以上）は前年比 増の となった｡ 若年層は昨年まで 年連続の減少であったが 年と同水準
まで戻っている。 （ 参照）

【平均世帯年収】
平均世帯年収は 万円と過去 年の最高額を更新、 年から 年連続の増加となった。
世帯主年代別で過去 年の推移を見ると、熟年層は昨年より世帯年収が減少し、中年層と若年層は増加した。このため
若年層と熟年層の間の差は約 万円に縮小した。また中年層（ 万円）と熟年層（ 万円）の順位が逆転する形
となった。 （ 参照）

【平均建築予算】
平均建築予算についても、昨年から 万円増の 万円で過去最高を更新した。
年代別でみると、若年層・熟年層は昨年より増加しそれぞれ 万円・ 万円となった。特に若年層は昨年より

万円増となり、 年連続で 万円を超える増加となった。中年層は昨年とほぼ同等の 万円となっている。
（ 参照）
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【平均建築予算】
平均建築予算についても、昨年から 万円増の 万円で過去最高を更新した。
年代別でみると、若年層・熟年層は昨年より増加しそれぞれ 万円・ 万円となった。特に若年層は昨年より

万円増となり、 年連続で 万円を超える増加となった。中年層は昨年とほぼ同等の 万円となっている。
（ 参照）

【図1】平均世帯年収・平均建築予算

【図2】「家づくり」で重視したい機能

【図3】ＺＥＨ導入・採用理由
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【「家づくり」で重視したい機能】
景気・社会動向を考慮して重視したい機能は｢耐震性の高い設計・構造｣が ％で最も多く、以下｢創エネ設備｣｢人
感センサー付きのスポット照明、防犯カメラ｣｢宅配ボックス｣｢蓄エネ設備・給電設備｣が続いている。
年代別で見ると、熟年層は、若年層・中年層に比べて災害対策・レジリエンス、防犯関連の値が高く、
｢耐震性の高い設計・構造｣｢耐風シャッター・耐貫通性ガラス窓｣｢備蓄収納スペースの確保｣｢見通しの良いオープン
外構や防犯砂利の設置｣など守りの性能への高い意識がうかがえる。 （ 参照）

「家づくり」で重視したい機能（全体）

「家づくり」で重視したい機能（年代別）
若年層（３４歳以下） 中年層（３５～４９歳） 熟年層（５０歳以上）

テ
レ
ワ
ー
ク
ス
ペ
ー
ス
の
設
置
、
作
業
用
作
り

付
け
家
具
や
可
動
間
仕
切
り
等
の
造
作

高
い
遮
音
・
防
音
性

内
装
の
木
質
化
、
調
湿
・
吸
湿
機
能
の
高
い
建

材
の
採
用

宅
配
ボ
ッ
ク
ス

玄
関
に
近
い
洗
面
ス
ペ
ー
ス

タ
ッ
チ
レ
ス
の
水
栓
や
照
明
、
フ
ッ
ト
ス
イ
ッ

チ
等
の
設
備

感
染
予
防
に
向
け
た
換
気
機
能

二
つ
の
ト
イ
レ
・
洗
面
台
・
シ
ャ
ワ
ー
ル
ー
ム

等 創
エ
ネ
設
備
（
太
陽
光
発
電
・
エ
ネ
フ
ァ
ー

ム
）

蓄
エ
ネ
設
備
・
給
電
設
備
（
Ｖ
２
Ｈ
等
）

耐
震
性
の
高
い
設
計
・
構
造

耐
風
シ
ャ
ッ
タ
ー
・
耐
貫
通
性
ガ
ラ
ス
窓

備
蓄
収
納
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
（
屋
根
裏
収
納
・

半
地
下
収
納
）

貯
水
タ
ン
ク
・
雨
水
利
用
シ
ス
テ
ム

住
宅
開
口
部
へ
の
止
水
板
・
防
災
外
構
、
下
水

逆
流
防
止
弁

二
重
ロ
ッ
ク
や
ス
マ
ー
ト
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
キ
ー

見
通
し
の
良
い
オ
ー
プ
ン
外
構
や
、
防
犯
砂
利

の
設
置

人
感
セ
ン
サ
ー
付
き
の
ス
ポ
ッ
ト
照
明
、
防
犯

カ
メ
ラ

新型コロナ感染防止策関連 エネルギー・
環境問題関連 災害対策・レジリエンス、防犯関連

通
勤
の
便
の
良
さ
・
駅
ま
で
の

近
さ

緑
や
公
園
な
ど
住
環
境
の
良
さ

近
く
に
学
校
や
病
院
、
商
業
施

設
な
ど
が
充
実
し
て
い
る

格
（
ス
テ
ー
タ
ス
性
）
の
高
い

街
や
、
閑
静
な
地
域
に
住
む

自
分
の
土
地
が
持
て
る

住
居
空
間
の
広
さ

設
計
の
自
由
度
が
高
い

採
光
や
通
風
の
良
さ

眺
望
の
良
さ

デ
ザ
イ
ン
・
セ
ン
ス
の
良
い
外

観
や
イ
ン
テ
リ
ア

キ
ッ
チ
ン
や
収
納
な
ど
設
備
が

充
実

災
害
に
も
安
全
・
安
心
な
暮
ら

し 省
エ
ネ
・
エ
コ
ロ
ジ
ー
性
能
の

高
さ

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
、
ア
フ
タ
ー
サ
ー
ビ

ス
や
長
期
保
証
が
優
れ
て
い
る

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
確
保

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
充
実

資
産
価
値
の
高
さ

自
分
の
個
性
が
発
揮
で
き
る
住

ま
い

庭
や
駐
車
場
が
持
て
る

子
育
て
に
適
し
た
住
ま
い

高
齢
者
で
も
暮
ら
し
や
す
い
住

ま
い

ペ
ッ
ト
と
共
生
で
き
る
住
ま
い

趣
味
を
楽
し
め
る
ス
ペ
ー
ス
の

確
保

全体
導入・採用
意向あり
導入意向
なし
現段階では
不明

の導入・採用理由（年代別）

若年層 歳以下 中年層 ～ 歳 熟年層 歳以上 全 体

の非導入・採用理由（年代別）

若年層 歳以下 中年層 ～ 歳 熟年層 歳以上 全 体

トピックス調査

トピックス調査

環
境
問
題
に
は

あ
ま
り
関
心
が

な
い
か
ら

建
築
時
の
初
期

費
用
が
高
く

な
っ
て
し
ま
う

か
ら

住
宅
用
太
陽
光

発
電
の
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
費
用
等
、

別
途
で
費
用
が

か
か
る
か
ら

通
常
住
宅
と
性

能
的
に
そ
れ
ほ

ど
差
が
な
い
と

思
う
か
ら

間
取
り
や
デ
ザ

イ
ン
・
素
材
、

設
備
等
に
こ
だ

わ
り
が
あ
り
、

Ｚ
Ｅ
Ｈ
で
は
そ

れ
ら
が
制
限
さ

れ
る
か
ら

そ
の
他

地
球
環
境
に

優
し
い
か
ら

省
エ
ネ
に
よ

る
光
熱
費
削

減
等
、
長
い

目
で
見
る
と

コ
ス
ト
的
に

良
い
か
ら

高
い
断
熱
性

能
等
、
室
内

が
快
適
に
過

ご
せ
そ
う
だ

か
ら

自
然
災
害
や

停
電
な
ど
の

非
常
時
で
も
、

太
陽
光
発
電

や
蓄
電
池
に

よ
り
電
気
を

生
産
・
確
保

で
き
る
か
ら

政
府
や
自
治

体
の
補
助

金
・
優
遇
制

度
を
受
け
ら

れ
る
か
ら

トピックス調査

住宅に求めるもの（ 採用意向別）

全体より+10%以上 全体より+5%以上 全体より-10%以上 全体より-5%以上

【 の導入・採用理由】
を導入･採用したいとする人の理由は｢省エネによる光熱費削減｣が最も多く ％。これに｢室内の快適さ｣が
％で続いた。年代別では若年層で｢省エネによる光熱費削減｣を理由とする人が多く、｢災害対応｣は熟年層で値が

高い。
一方、 を導入する意向がない人の非導入理由は｢建築時の初期費用｣｢メンテナンス費用等｣が多く、費用面の不安
が大きいことがうかがえる。年代別では｢初期費用｣は中年層で、｢メンテナンス費用等｣は年代が高くなるほど値が上
がり特に熟年層で高くなっている。

の導入意向別で住宅に求めるものをみると、導入意向あり層では｢省エネ・エコロジー性能の高さ｣の値が高く、
環境への関心がうかがえる。一方、導入意向なし層では｢住宅の広さ｣の値が高い一方、｢省エネ・エコロジー性能の
高さ｣ は低くなっており、広さへのこだわりが感じられる結果となった。 （ 参照）
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 　2023年
12月着工

持家前年同月比25カ月連続減
貸家５カ月連続減、 分譲戸建14カ月連続減

令和 5 年12 月 新設住宅着工統計（▲は減少、無印は増加）
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 64,586 ▲ 2.5 ▲ 4.0

利用関係別

持家 17,031 ▲ 4.3 ▲ 13.8
貸家 25,869 ▲ 8.5 ▲ 3.6
給与 366 ▲ 38.6 ▲ 16.1
分譲 21,320 8.9 5.5

地域別

首都圏 24,332 ▲ 1.7 3.2
中部圏 7,093 ▲ 7.3 ▲ 10.7
近畿圏 10,205 ▲ 1.0 ▲ 7.1

その他の地域 22,956 ▲ 2.4 ▲ 7.2

構造別 .
建て方別

木  造 35,730 ▲ 7.8 ▲ 4.4
一戸建 26,511 ▲ 4.5 ▲ 9.6
非 木 造 28,856 5.0 ▲ 3.4
共同住宅 25,395 7.2 ▲ 1.2

工法別

軸組木造 27,683 ▲ 7.5 ▲ 5.9
在来非木造 22,309 9.7 ▲ 1.7
プレハブ 7,444 ▲ 5.5 ▲ 7.0

2 × 4 7,150 ▲ 11.4 0.4

　国土交通省が令和6年1月31日に公表した昨年12月の新

設住宅着工戸数は、6万4586戸だった。前年同月比は4.0%

減で、7カ月連続の減少となった。季節調整済年率換算値

は81万4020戸（前月比3.1%増）で、先月の減少から再びの

増加だった。

　利用関係別では、持家は1万7031戸、前年同月比は13.8%

減で25カ月連続の減少。この内、民間資金による持家は1

万5574戸、同比は13.7%減で24カ月連続の減少だった。公

的資金による持家は同比が14.9%減で26カ月連続の減少と

なった。貸家は2万5869戸、同比は3.6%減で5カ月連続の

減少。この内、民間資金による貸家は2万4113戸、同比は

2.9%減で2カ月連続の減少だった。公的資金による貸家は

同比が13.2%減で3カ月連続の減少となった。分譲住宅は2

万1320戸。この内、マンションは9722戸、同比は19.8%

増で先月の減少から再びの増加だった。一戸建は1万

1470戸、同比は4.2%減で14カ月連続の減少となった。

地域別では、首都圏の前年同月比は7カ月ぶりの増加。

一方、中部圏の同比は5カ月連続の減少、近畿圏の同比

は7カ月連続の減少、その他の地域の同比は10カ月連続の

減少となった。構造別では、木造が3万5730戸、前年同月

比は4.4%減で21カ月連続の減少。工法別では、軸組木造

（在来工法）が2万7683戸、同比は5・9%減で22カ月連続の

減少となった。

　国産木材活用住宅ラベル協議会は、住宅の国産木材使用

量をラベルで表示する制度をはじめると発表しました。国

産木材を多く活用する住宅がその旨を表示することで消費

者の選択を促し、国産木材利用の促進を図る目的がありま

す。ラベルは住宅の国産木材使用量に応じ、3段階にレベル

分け。主に住宅の国産木材使用量やスギ材の使用量などを

示します。レベル2または3の場合、国産木材を多く使用し

ている住宅であることを示すキャッチフレーズを記載でき

ます。加えて住宅の炭素貯蔵量や森林認証木材等の使用と

いった、活用する木材に係る情報等も任意事項として表示

できるようです。ラベルは住宅本体やパンフレットなどに

貼付でき、使用料は無料。ラベル使用の手続きについては、

近日中に公開されるホームページで案内する予定です。
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エネ設備」に対しても平均より高い意向が読み取れま

す【図2】。

　ZEHの認知度は40.3%。｢名前は知っている｣も含めると

7割弱の認知度となりました。また、認知経路は｢住宅

会社･営業マン ｣、｢インターネット ｣、｢住宅展示場｣の

順で多くなっています。ZEH導入･採用意向ありの合計

は55.3%と5割を超え、関心の高まりが感じられます。導

入･採用理由では、｢省エネによる光熱費削減｣、｢室内

の快適さ｣があげられます【図3】。一方、非導入･採用

理由では｢初期費用｣、｢メンテナンス費用等｣をあげる

意見が多くなっています。加えて、非導入意向者では、

ZEH採用により広さが確保できなくなることが危惧され

ている模様です。
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